
株式会社 ライフ 

 
 

貸   借   対   照   表 
（平成１７年３月３１日現在） 

                                           （単位：百万円） 

科     目 金   額 科     目 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１ 年 以 内 返 済 予 定 
の 長 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
割 賦 利 益 繰 延 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 

 
 
固 定 負 債  

社 債 
長 期 借 入 金 
長 期 未 払 金 
預 り 保 証 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

 
(２９３，５８９) 

６，５５５ 
１７，８３３ 
９８，２２６ 
５６，２４０ 

 
６７，９２５ 
３，２８０ 

８２１ 
５０７ 

２６，０２７ 
１４，５１８ 
１，２５８ 

３９５ 
 
 
 (２３３，３６３) 

１０，０００ 
２２１，９１１ 

１２７ 
１，２６７ 

５７ 

負 債 合 計 ５２６，９５３ 

 
（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金   

任 意 積 立 金 
別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 
株 式 等 評 価 差 額 金 

 
 

( ７０，０００) 
(    ２６２) 

２６２ 
( ４６，８６９) 
( ３６，０００) 

３６，０００ 
１０，８６９ 

３０ 

（ 資 産 の 部 ） 
 流   動   資   産 

現 金 及 び 預 金 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 収 益 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 備 品 他 
土 地 
無 形 固 定 資 産 
電 話 加 入 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
敷 金 及 び 保 証 金 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 

 
 

繰 延 資 産 
社 債 発 行 費 

 
 (６１９，２４５) 

３６，６９９ 
２０１，４２０ 
２８４，８７９ 
９８，２２６ 
１８，７８４ 
７，８８４ 
９，７０９ 

△３８，３５８  
 

 
( ２４，８４７) 
(  ７，０９３) 

３，４０３ 
２３９ 

３，４５０ 
 (  ８，６０９) 

１２９ 
８，４６２ 

１７ 
(  ９，１４４) 

１，４７３ 
１，７６６ 
２，２１５ 
３，４９５ 

１９２ 
 

 
(     ２２) 

２２ 

資 本 合 計 １１７，１６３ 

資 産 合 計 ６４４，１１６ 負 債 及 び 資 本 合 計 ６４４，１１６ 
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株式会社 ライフ 

 
損   益   計   算   書 

(
平成１６年４月  １日から

平成１７年３月３１日まで) 
                                    （単位：百万円） 

科       目 金     額 

（ 経 常 損 益 の 部 ） 
（ 営 業 損 益 の 部 ） 

営 業 収 益 
総 合 あ っ せ ん 収 益 
個 品 あ っ せ ん 収 益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益 

 
 
 
 
 
 
 

 
９，０９０ 

１７，１７６ 
４，０４４ 

８３，６１３ 
７，９９５ 

５０ 
営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 

販売費及び一般管理費 
金 融 費 用 

支 払 利 息 
社 債 利 息 
そ の 他 

５，５１７ 
１４４ 

１，２３６ 

１２１，９７２ 
 

９８，５９４ 
 
 
 

６，８９７ 
営 業 費 用 合 計  １０５，４９２ 
営 業 利 益 

（ 営 業 外 損 益 の 部 ） 
営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用  

１６，４８０ 
 

９４ 
５０ 

経 常 利 益 
（ 特 別 損 益 の 部 ） 

特 別 利 益 
退職給付制度改訂に伴う利益  
敷 金 ・ 保 証 金 清 算 益 
そ の 他 

 
 
 

１７５ 
３３ 
８ 

１６，５２４ 
 
 
 

 
２１７ 

特 別 損 失 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
固定資産売却・除却損 
東 京 事 務 所 移 転 費 用 
そ の 他 

 
４９９ 
２０５ 
９３ 
８７ 

 
 
 

 
８８５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

 
 
 

１５，８５６ 
２２５ 

４，９５２ 

当 期 純 利 益  
１０，６７９ 

前 期 繰 越 利 益  １９０ 

当 期 未 処 分 利 益  １０，８６９ 

 
 
 
 
 

 2
 



株式会社 ライフ 
重 要 な 会 計 方 針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式 移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により 

 処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用資産については定額 

 法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 ２年～６２年 

 器具備品他 ２年～１５年 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

 間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．繰延資産の処理方法 社債発行費は、３年間で均等償却を行っております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間に 

 おける貸倒実績から算出した貸倒見積額により、貸倒懸念債権等特定 

 の債権については個別に回収可能性を勘案して見積もった回収不能見込 

 見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金          従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

    

(3) ポイント引当金 販売促進を目的とするポイント制度に基づき、顧客に付与したポイント 

  利用に備えるため、当期末における将来利用見込額を計上しております。 

  なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

  （会計方針の変更） 

  ポイント制度の費用は、従来ポイント利用時に費用処理しておりましたが、当期 

  よりのポイントの自動繰越サービス及び利用金額に応じたボーナスポイントの付 

  与等の開始に伴い、今後金額的に重要性が高まることが予想されることから、期 

  間損益の適正化を図るために、当期からポイント引当金として計上いたしました。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して営業利益、経常利益及び税引前当 

  期純利益は、３９５百万円それぞれ減少しております。 

 

(4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年 

 金資産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年 

 数（１０年）による定額法により翌期から費用処理しております。  

 

(5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づ 

  く当期末要支給額を計上しております。なお、当該引当金は商法施行規 

  則第４３条に規定する引当金であります。 

 
 
 
 
 

 3



株式会社 ライフ 
５．収益の計上基準 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計上方法 

総合あっせん ７・８分法及び残債方式 

個品あっせん ７・８分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

 （注）計上方法の内容は次のとおりであります。 

 ７・８分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、期日到来のつど積数 

 按分額を収益計上する方法。 

 残債方式  元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、期日到来 

       のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー 
 ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
  

７．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長 

  期前払費用」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 
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株式会社 ライフ 
注 記 事 項 
 

貸 借対照表 注記 
 

１．割賦売掛金 

 部 門 別 期 末 残 高   

  百万円  

 総 合 あ っ せ ん ５５，９７１   

 個 品 あ っ せ ん １４５，４４９   

 計 ２０１，４２０   

 

２．割賦売掛金及び営業貸付金の流動化した残高は以下のとおりであります。 

 部 門 別 期 末 残 高   

  百万円

 総 合 あ っ せ ん ２３，６５１  

 個 品 あ っ せ ん ６０，７９６  

 営 業 貸 付 金 ８２，５８０  

 計 １６７，０２７  

 

３．割賦利益繰延 

 部 門 別 期 末 残 高  （うち加盟店手数料）

  百万円 百万円

 総 合 あ っ せ ん  ５３２  (    １１４)

 個 品 あ っ せ ん １３，６４０  ( １，４９２)

 信 用 保 証 ３１５  (       ０)

 融         資 ２９  (       －)

 計 １４，５１８  ( １，６０６)

 

４．子会社に対する金銭債権 短 期 １１百万円 

長 期 １１８百万円 

 

５．子会社に対する金銭債務 短 期 ４百万円 

 

６．支配株主に対する金銭債権 短 期 ５５６百万円 

長 期 ６百万円 

 

７．支配株主に対する金銭債務 短 期 ２６８百万円 

 長 期 １１９，０００百万円 

なお、支配株主であるアイフル株式会社からの借入金は、期日を平成１８年 

１月とする２００，０００百万円のコミットメントライン契約に基づくもの 

であります。また、契約期限については、期限到来時に更新予定であります。 

 

８．有形固定資産の減価償却累計額  １０，８９７百万円 

 

９．担保に供している資産 預 金 ５２２百万円 

 割 賦 売 掛 金 ５８，７３０百万円 

 営 業 貸 付 金 １４２，７１８百万円 

 

10．投資有価証券には子会社株式１９百万円を含めて記載しております。 
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株式会社 ライフ 
11．配当制限 商法施行規則第１２４条第３号の規定により、時価評価した資産の時価の総額 

 が取得価額の総額を超えているため増加した貸借対照表の純資産額は３０百万 

  円であります。 

  
12．リース契約により使用する重要な固定資産 

 営業用車両、事務用機器一式をリース契約により使用しております。 

 

13．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 昭和５６年４月より適格退職年金制度（要支給額の６０％相当額）、昭和５８年 

 ７月より調整年金制度（要支給額の４０％相当額）をそれぞれ採用しておりま 

 す。 

 当社は、平成１７年４月１日付けで退職金制度を改訂し、確定拠出年金制度を 

 導入いたしました。この改訂は平成１７年３月３１日に厚生年金基金を解散す 

 るとともに、平成１７年４月１日に適格退職年金制度の規程を廃止して確定拠 

 出年金制度に移行するものであります。 

 

(2)  退職給付債務に関する事項（平成１７年３月３１日現在） 

   （単位：百万円）

イ 退職給付債務  △２，５４９  

ロ 年金資産残高  ２，０３２

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △５１６  

ニ 未認識過去勤務債務  －

ホ 未認識数理計算上の差異  ５１６

ヘ 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）  －  

 （追加情報） 

 なお、上記移行に伴い、当該会計処理については「退職給付制度間の移行等に関 

 する会計処理（企業会計基準適用指針第１号）」を適用しております。本移行に伴 

 い、退職給付制度改訂に伴う利益として特別利益１７５百万円を計上しておりま 

 す。 

 

(3) 退職給付費用に関する事項（自平成１６年４月１日至平成１７年３月３１日） 

  （単位：百万円）

イ 勤務費用  ３８３

ロ 利息費用  １２９

ハ 期待運用収益  △７９  

ニ 数理計算上の差異の費用処理  １４３  

ホ 従業員拠出額  －  

ヘ 退職給付費用 （イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）  ５７５

 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

      

イ 退職給付見込額の期間配分方法  ポイント基準 

ロ 割引率  ２．０％

ハ 期待運用収益率  ２．０％
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株式会社 ライフ 
 

14．繰延税金資産関係 

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

 （流動の部）  (単位：百万円) 

  繰延税金資産   

  貸倒償却  ８，５７３ 

  賞与引当金  ５１０ 

  繰越欠損金  ９，１３５ 

  その他  ５６５ 

  繰延税金資産合計  １８，７８４ 

 （固定の部） 

  繰延税金資産 

  ソフトウェア償却  １，０３６ 

  投資有価証券評価損  ３７６ 

  繰越欠損金  ７３４ 

  その他  １，３６９ 

  繰延税金資産合計  ３，５１７ 

  繰延税金負債 

  株式等評価差額金  △２１ 

  繰延税金資産の純額  ３，４９５ 

 

(2)  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ 

 た主要な項目別の内訳 

 法定実効税率  ４０．６％ 

  （調整）   

  評価性引当額  △９．４％ 

  その他  １．５％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率  ３２．７％ 
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株式会社 ライフ 

 8

損益計算書注記 
 

１．営業収益には流動化した債権の収益が含まれており、内訳は以下のとおりであります。  

 

総 合 あ っ せ ん  １，６６９百万円

個 品 あ っ せ ん  ８，９３５百万円

融 資  ３７，１５６百万円

計  ４７，７６０百万円

 

２．子会社との取引高 

 

営 業 収 益  ７３百万円

営 業 費 用  ６９百万円

営業取引以外の取引  ２０百万円

 

３．支配株主との取引高 

 

営 業 収 益  ９４百万円

営 業 費 用  ２，０７６百万円

営業取引以外の取引  －百万円

 

４．1株当たり当期純利益      ７，６２７円５０銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表、損益計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


